
別紙２

実
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自
治
事
務

法
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託
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務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

食品衛生対策事業 ○ ○ S23 65 7 ○ ○ 32,363 989 26,329 5,045 ○ ○ ○ ○ △ 4,097

食品衛生自主管理推進事業 ○ H18 7 1 ○ 500 0 0 500 ○ ○ ○ ○ 0

調理師試験実施事業 ○ S33 55 2 ○ 170 0 170 0 ○ ○ ○ ○ 0

食鳥検査業務委任補助事業 ○ H18 7 1 ○ 18,935 0 0 18,935 ○ ○ ○ ○ 0

野犬捕獲費 ○ S26 62 3 ○ 19,968 0 777 19,191 ○ ○ ○ ○ 0

動物愛護普及啓発費 ○ H18 7 2 ○ 2,098 0 1,586 512 ○ ○ ○ ○ ○ 0

生活衛生監視事業 ○ S25 63 4 ○ 762 0 556 206 ○ ○ ○ ○ ○ 0

生活衛生営業指導事業 ○ S32 56 1 ○ 16,546 8,133 0 8,413 ○ ○ ○ ○ ○ 0

生活衛生関係営業振興事業 ○ H12 13 1 ○ 3,000 0 0 3,000 ○ ○ ○ 0

生活衛生同業組合等助成事業 ○ H5 20 1 ○ 4,786 0 0 4,786 ○ ○ ○ ○ △ 700

浄化槽監視指導事業 ○ S46 42 1 ○ 400 0 0 400 ○ ○ ○ ○ ○ △ 33

浄化槽設置整備事業 ○ S63 25 1 ○ 53,539 0 0 53,539 ○ ○ ○ ○ ○ △ 4,495

水道用水供給事業 ○ S57 31 1 ○ 120,708 0 0 120,708 ○ ○ 0

水道水源開発施設整備事業 ○ H元 24 1 ○ 37,866 0 0 37,866 ○ ○ ○ 0

水道施設監視指導事業 ○ H5 20 2 ○ 3,723 0 0 3,723 ○ ○ ○ 0

家庭用品衛生監視指導費 ○ S61 27 1 ○ 178 0 0 178 ○ ○ ○ 0

一般薬事業務費 ○ S23 65 4 ○ 4,110 0 17,346 △ 13,236 ○ ○ ○ ○ △ 125

血液対策事業費 ○ ○ S58 30 2 ○ 6,825 0 0 6,825 ○ ○ ○ △ 562

一般毒物劇物業務費 ○ S24 64 2 ○ 11 0 2,264 △ 2,253 ○ ○ ○ ○ 0

麻薬取締事業費 ○ S38 50 2 ○ 1,026 0 643 383 ○ ○ ○ ○ 0

22 12 8 2 40 20 1 327,514 9,122 49,671 268,721 8 5 5 0 3 5 1 2 4 5 4 5 4 2 2 3 0 14 0 6 0 0 0 0 0 △ 10,012

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）医薬食品・衛生課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

7 ■ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 65 年 ■

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

17,852 22,224 27,068 27,202

24,897 55,064 28,246 27,538

24,320 54,322 25,019 24,850

14,761 13,698 14,118 13,830

1,020 1,122 1,009 1,110

23 11 3 4

3.92% 3.39% 3.47% 4.76%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

Ⅲ

Ⅱ

特　記　事　項

結果分類

Ⅰ不良食品件数÷収去検体数×１００

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

そ の 他

食品衛生対策事業

〕　　　＝　　　〔

廃　　止

□

終期の見直し

　県民の食の安全・安心を確保するためには、食品関連事業者に対する監視指導や検査を強化
し、事業者・消費者・行政が相互理解を促進していく必要があり、事業費の見直しを行った上で
今後も事業を継続していく。

 〕　／　整備目標

□□

□

千　円

整理統合

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

8.7%

目標 全国上位（１０万人あたり患者数で比較）

その他特定財源

一　般　財　源

そ の 他

 福井県食品衛生監視指導計画に基づき、重点的かつ効果的に営業施設に対して監視指導を実施し
ている。また、食中毒患者数は年々変動しているが、引き続き10万人当たりの食中毒患者数で全
国上位の少なさを目標に取り組んでいく。

□ 拡　　充

継　　続

□

■ 縮　　減

休　　止□

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事業開始後の見直し状況

3.3%

13.6%
目標値、指標の積算根拠等

△ 2.0%

[事業目的]

　県民の食の安全･安心を確保し、食品衛生水準の向上を図る。

県　単

医薬食品･衛生部（庁）

実行予算

補 助 金

その他

健康福祉

事      業      名

１　食品収去検査事業　…　店頭から食品を収去して検査実施・検査精度を客観的に把握し検査の信頼性確保・検査機器の整備および更新（法定受託事務）
２　食品特殊検査事業　…　食品収去検査の一環として残留農薬が基準以内であるかを検査
３　食中毒予防対策事業　…　食中毒発生時の原因究明および拡大防止
４　食品衛生監視員研修事業　…　中央で開催される研修会に食品衛生監視員を派遣
５　食品衛生指導事業　…　(公社)福井県食品衛生協会への業務委託（食品関係施設の許可･登録事務、食品衛生指導員の設置および養成研修）
６　食の安全・安心推奨店舗登録事業　…　食品衛生の自主管理を推進するため、「ふくい食の安全・安心推奨店舗登録制度」に対しての補助
７　食の安全指導者養成事業　…　施設管理者等に対する総合的な食の安全講座の実施

[予算額および指標の推移等]

２４年度

企業会計

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分 特別会計

国　庫

［事業内容］

21.9%

22.9%

平均伸び率

含まれる事業数

財源内訳

29,229

32,363

の推移

収去検体数

監視指導延べ施設数

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

不良食品発見率

計 画 の 達 成 状 況

指標事業効果

成果

指標

食中毒患者発生状況全国順位

5,045

平成24年度のみ　食の安全指導者養成事業を実施

評価に基

づく今後

の 対 応

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

32,363

□

国　　　　　庫

26,329

989

区　　　　　　分

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

見　直　し　額 △ 4,097

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

860 892 500 500

860 892 500 500

732 892 500 500

7 9 全業種 全業種

52 67 78 90

22 22 21 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　食の安全確保のためには、食品衛生の自主管理の推進が必要であることから、引き続き食品事
業者への技術的支援・認証施設の広報等を進めるとともに、食中毒防止に関する普及啓発を行
う。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　すべての食品の調理、製造、加工する施設を対象業種として制度の普及啓発に努め、更なる自
主衛生管理の推進を図る。また、食中毒発生の防止対策を強化するため、食中毒予防セミナーを
開催する。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 500

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 500 ・平成18年度に県版HACCP認証制度の対象業種に「そうざい・漬物製造施設、めん類製造
施設」追加
・平成19年度に「菓子製造業」を追加
・平成20年度に県版HACCP認証制度の対象を「調理部門」と「製造部門」に整理し、「調理
部門」内に「食品提供施設」を追加
・平成22年度からふくい・ハサップ推進協議会への補助事業に変更

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 21  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 ノロウイルスによる食中毒患者数 △ 17.4% Ⅰ

の推移 成果 福井県版HACCP認証取得施設数 20.2% 23年度末認証施設90施設

Ⅰ

事業効果 指標

△ 10.1%

決 算 額 の 推 移 △ 7.3%

活動 福井県版HACCP対象業種 全業種

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 500 △ 10.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 500

法定受託事務

[事業目的]

　県民の食の安全･安心を確保し、食品衛生水準の向上を図る。

［事業内容］

１　ふくい・ハサップ推進協議会への補助事業
　（１）HACCP認証取得に向けた技術的支援
　　　　・HACCP実務者養成研修会の開催
　　　　・食中毒予防セミナーの開催
　　　　・HACCP認証サポート事業
　　　　・認証ガイドブックの作成
　（２）県民に対する認証制度の普及啓発

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 食品衛生自主管理推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

2 □ ■ S33 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

168 168 146 249

168 168 146 249

136 161 118 147

575 511 573 571

348 297 289 296

60.5% 58.1% 50.4% 51.8%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　調理師試験は調理師法、製菓衛生師試験は製菓衛生師法により都道府県知事が行う事業であ
り、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　調理師試験および製菓衛生師試験の受験者は、隣県の開催状況により変動があるが、合格率は
微増している。
　試験関係事務である願書受付から免許証交付までを電算処理で行うことにより、事務の効率化
を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 170

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 170

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅲ

指標 合格率 57.1% △ 1.1% 合格者数÷受験者数×１００ Ⅲ

の推移 成果 合格者数 299 △ 3.5%

Ⅲ

事業効果 指標

6.4%

決 算 額 の 推 移 5.4%

活動 受験者数 524 △ 1.9%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 170 6.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 170

法定受託事務

[事業目的]

　調理師等の資格を定め調理の業務に従事する者の資質を向上させることにより、調理技術の合理的な発達および県民の食生活の向上を図る。

［事業内容］

１　調理師および製菓衛生師試験の実施
２　調理師・製菓衛生師試験委員会の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 調理師試験実施事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

18,924 18,923 18,945 18,939

18,049 18,923 18,945 18,939

18,049 18,179 17,779 18,063

579,920 689,380 750,064 719,256

10,048 12,188 17,767 15,428

1.73% 1.77% 2.37% 2.14%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　食肉に供する食鳥の適正な処理による食肉の衛生および安全の確保のため（公社）福井県獣医
師会へ補助を行い、適正な食鳥検査業務の推進を図る。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　食鳥検査業務を（公社）福井県獣医師会へ委任することにより、人件費等の経費削減が図ら
れ、効果的な食鳥検査を実施している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 18,935

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 18,935

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標 廃棄等処分率 8.8% 廃棄等処分羽数÷食鳥検査羽数×１００ Ⅳ

の推移 成果 廃棄等処分羽数 18.0%

Ⅰ

事業効果 指標

1.2%

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 食鳥検査羽数 7.9%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 18,935 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 18,935

法定受託事務

[事業目的]

食肉に供する食鳥の検査業務について食鳥検査に係る経費を県が福井県獣医師会に対し補助することにより、適正な食鳥検査業務の推進を図る。

［事業内容］

１　食鳥検査を実施する（公社）福井県獣医師会への補助

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 食鳥検査業務委任補助事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

3 □ ■ S26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 62 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

9,720 10,704 20,921 20,369

10,709 14,442 20,921 20,369

9,860 12,824 20,483 19,908

1,762 1,792 1,832 1,582

1,341 1,246 1,318 1,114

0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　野犬捕獲は、狂犬病予防および野犬による危害防止のため必要であり、今後も事業を継続して
いく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　野犬捕獲頭数および犬の処分頭数ともに減少し、咬傷事故の発生も低率に維持できている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 777

一　般　財　源 19,191

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 19,968 H18年度　勝山動物管理所の焼却炉を廃止（焼却を大野・勝山地区広域行政事
務組合に業務を委託）したことに伴い、ダイオキシン測定検査が不要となった。
H22年度　丹南・奥越地区について、ふくい動物愛護管理支援センター協会に外
部委託財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 危害発生率 0.0% 咬傷事故件数÷登録頭数×１００

Ⅱ

事業効果 指標 犬の処分頭数 △ 5.6% Ⅰ

18.8%

決 算 額 の 推 移 29.0%

活動 野犬捕獲頭数 △ 3.2%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 19,968 25.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 19,968

法定受託事務

[事業目的]

狂犬病および野犬による人畜への危害防止

［事業内容］

１　野犬の捕獲および不用犬の引取り
２　犬の返還・譲渡
３　処分犬の焼却

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 野犬捕獲費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 食品安全 Ｇ

2 □ ■ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,954 3,455 1,886 2,245

3,954 3,255 1,886 2,245

3,402 2,884 1,647 1,534

4 4 1 2

28 42 139 196

4,343 1,123 2,300 2,594

2,403 2,144 2,366 2,399

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　福井県動物愛護管理推進計画の実施についての連絡会議を行い、計画の適正な進行を図る。ま
た、飼い主や動物取扱者に対する講習会を行い、虐待の未然防止や適正な飼養につなげる。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　どうぶつあいご広場、適正飼育管理講習会等に多くの参加が得られ、地域や家庭での動物愛護
思想の普及啓発と適正な飼養管理の促進が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 1,586

一　般　財　源 512

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,098 平成22年度から、どうぶつあいご広場（普及啓発事業）の実施を、丹南・奥越地
区の動物の保護・収容と併せて、（社）ふくい動物愛護管理支援センター協会に
外部委託

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 動物に関する苦情相談数 0.3% Ⅲ

の推移 成果 動物愛護広場、動物愛護教室の参加者 14.5%

Ⅰ

事業効果 指標 適正飼養講習会の開催 107.3% Ⅰ

△ 11.8%

決 算 額 の 推 移 △ 21.7%

活動 動物愛護広場、動物愛護教室の開催 8.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,262 △ 9.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,098

法定受託事務

[事業目的]

動物愛護思想の普及および動物の適正な飼養管理の促進

［事業内容］

動物の愛護および適正管理推進事業
　１　県民がつくる動物愛護管理推進事業…「動物愛護管理モラルアップ地区」および「愛護推進宣言事業所」の活動推進
　２　愛護対策等推進事業…動物愛護連絡推進計画行動委員会会議を開催し、福井県動物愛護管理推進計画の適正な執行の推進
　３　飼い主・動物取扱責任者講習会の実施…飼い主および取扱責任者に対する講習会の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 動物愛護普及啓発費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

4 □ ■ S25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

661 692 693 706

904 692 693 706

830 519 532 575

1 1 2 4

74 83 70 83

2 0 3 5

28.3 34.9 27.1 11.7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　入浴施設の衛生水準を向上させ、レジオネラ症の発生を防止するためには、科学的根拠による
効果的な監視指導を行う必要があるため、引き続き水質検査を実施する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　環境審議会温泉部会での審議により、温泉掘削許可等の的確性が保たれている。
　公衆浴場の浴槽水の水質検査を71施設で実施し、レジオネラ属菌が検出された施設には改善指
導を行っている。現在まで、公衆浴場を原因とする患者の集団発生はない。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 556

一　般　財　源 206

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 762 平成１９年度～　浴槽水のレジオネラ属菌に係る水質検査実施

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標 レジオネラ属菌検出率(%) 23.9 12.1% 菌検出施設数／検査実施施設数×100 Ⅳ

の推移 成果 温泉掘削等の許可数 1 △ 6.7%

Ⅰ

事業効果 指標 公衆浴場浴槽水の水質検査実施施設数 71 0.2% Ⅱ

△ 3.4%

決 算 額 の 推 移 △ 9.0%

活動 環境審議会温泉部会の開催数 1 31.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 762 3.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 762

法定受託事務

[事業目的]

　生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持・向上を図る。

［事業内容］

　１　生活衛生関係施設の監視指導
　２　クリーニング師試験の実施およびクリーニング師試験委員会の開催
　３　生活衛生営業審議会の開催、福井県環境審議会温泉部会の開催
　４　浴槽水のレジオネラ属菌に係る水質検査の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 生活衛生監視事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 ■ □ S32 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 56 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

18,032 17,027 17,820 18,298

16,778 17,450 16,828 17,700

16,774 17,436 16,807 17,700

760 745 895 903

319 120 76 75

11 5 8 9

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　生活衛生関係営業は零細事業者が多く、経営の不安定化による衛生水準の低下が憂慮されるこ
とから、今後も、経営の健全化に向けた相談・指導事業や後継者育成事業を展開し、生活衛生関
係営業の衛生水準の維持向上を図り、消費者の利益擁護に努めていく。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　この事業により、生活衛生関係営業の振興と衛生水準の向上が図られ、地域経済の活性化、豊
かな県民生活の実現に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 8,133

その他特定財源

一　般　財　源 8,413

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 16,546

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標 生活衛生関係施設処分件数 0.0% Ⅱ

の推移 成果 飲食店食中毒発生件数 6.0%

Ⅰ

事業効果 指標 相談事業実施件数 △ 33.5% Ⅳ

△ 0.2%

決 算 額 の 推 移 1.9%

活動 巡回指導実施件数 6.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 17,276 △ 1.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 16,546

［事業内容］

　生活衛生営業指導センターにおいて、経営指導員による融資、経営、衛生相談指導を行う。
　

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事      業      名 生活衛生営業指導事業 含まれる事業数

[事業目的]

　生活衛生関係営業の近代化および合理化を推進し、経営の安定と衛生水準の向上を図る。

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

部（庁） 医薬食品･衛生

事 業
区 分

国　庫 実行予算

法定受託事務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

所　　属 健康福祉

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ □ H12 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,000 3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000 3,000

33 34 34 32

3,022 2,844 2,684 2,596

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　今後も、生活衛生同業組合等が実施する振興事業を支援することにより、生活衛生関係営業の
衛生水準の維持向上を図り、消費者の利益擁護に努めていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　この事業により、生活衛生関係営業の振興と衛生水準の向上が図られ、地域経済の活性化、豊
かな県民生活の実現に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,000

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,000

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅲ

指標

の推移 成果 生活衛生同業組合員数 △ 4.9%

Ⅲ

事業効果 指標

0.0%

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 生活衛生同業組合実施事業数 △ 1.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,000 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,000

法定受託事務

[事業目的]

　生活衛生同業組合等が実施する振興事業を支援し、衛生水準の向上および地域社会の福祉の増進を図る。

［事業内容］

　生活衛生同業組合の振興を図るため、同組合が実施する振興事業への助成を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 生活衛生関係営業振興事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ □ H5 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

8,000 8,000 8,000 8,000

3,548 3,404 6,078 6,545

3,548 3,404 6,177 5,495

32.3 28.6 48.1 33.3

10 8 13 9

31 28 27 27

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　「公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律」の主旨（地方公共団体が公衆浴場の維持に
必要な措置を講ずる）を踏まえ、補助実績を反映し一部縮減した上で今後も施設整備補助を行う
ことにより、公衆浴場の減少を抑え、自家風呂を保有しない世帯等の入浴機会と保健衛生を確保
する。

見　直　し　額 △ 700 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　補助制度により普通公衆浴場の設備整備が促進され、施設の近代化・衛生水準の維持向上に成
果をあげている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,786

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,786 平成１１～１４年度　ふれあい銭湯整備推進事業実施
平成22年度に補助対象設備・補助基準額を改定
平成24年度に補助対象設備を追加

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

Ⅱ

活動 補助浴場数/浴場数(%)

の推移 成果 普通公衆浴場施設数 △ 4.4% Ⅲ

事業効果 指標 補助浴場数 3.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,786

Ⅰ8.6%

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 7,000 △ 3.1%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

結果分類

事業終了
予定年度

13.8%

決 算 額 の 推 移 22.1%

［事業内容］

実行予算

その他

　生活衛生同業組合の経営の安定と振興、生活衛生の向上を図る。

経過年数

そ の 他

[事業目的]

法定受託事務

事      業      名 生活衛生同業組合等助成事業 含まれる事業数

健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

　公衆浴場設備整備補助事業
　　　普通公衆浴場の設備整備に対し助成する。

国　庫

事務区分補 助 金福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

自 治 事 務

所　　属

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ ■ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

442 437 400 400

442 437 400 400

416 405 400 400

14 9 37 40

27 25 22 21

370 363 366 366

617 452 337 305

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　浄化槽は毎年増加しており、適正な維持管理を指導・啓発していく必要性は高まっていること
から、一部事業の見直しを行った上で事業を継続し、浄化槽の維持管理の指導の強化を図る。

見　直　し　額 △ 33 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　本事業を推進することにより、浄化槽の適正な維持管理が図られ、生活環境の保全・公衆衛生
の向上に寄与している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 400

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 400

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標 設置者講習会参加人数 △ 20.5% Ⅳ

Ⅳ

活動 浄化槽業者登録数

の推移 成果 浄化槽業者登録総数 △ 0.4% Ⅲ

事業効果 指標 設置者講習会開催回数 △ 8.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 400

Ⅰ94.5%

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 400 △ 2.4%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

結果分類

事業終了
予定年度

△ 2.4%

決 算 額 の 推 移 △ 1.3%

［事業内容］

実行予算

その他

　浄化槽設置者および浄化槽関係事業者に対する監視指導を通じて浄化槽の適正な維持管理を推進し、生活環境の保全および公衆衛生の向上を図る。

経過年数

そ の 他

[事業目的]

法定受託事務

事      業      名 浄化槽監視指導事業 含まれる事業数

健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

　１　浄化槽設置者講習会の開催
　２　浄化槽の設置状況等の電算処理
　３　浄化槽業者の登録および立入検査

国　庫

事務区分補 助 金福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

自 治 事 務

所　　属

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ □ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

105,599 117,409 89,973 85,508

105,599 107,506 83,694 55,194

105,303 107,126 80,549 50,225

18,649 18,995 19,007 19,105

6.2 6.2 6.1 6.0

23.6 24.3 28.1 29.2

13.4 15.9 17.6 17.9

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　下水道計画区域外等の地域において、効率的かつ投資効果の発現が早い生活排水処理施設とし
て、合併処理浄化槽の整備が必要である。また水質保全の面からも汚水処理のみの単独処理浄化
槽から生活排水も処理できる合併処理浄化槽への転換が必要不可欠であることから、浄化槽の設
置基数の実績を踏まえ一部縮減を行った上で、今後も事業を継続していく。

見　直　し　額 △ 4,495 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　合併処理浄化槽に設置により生活排水の適正な処理を推進し、生活環境の保全・公衆衛生の向
上に寄与している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 53,539

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 53,539

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 補助事業未実施市町合併化率 10.4% 合併処理浄化槽基数／浄化槽基数（事業未実施市町分(4)）、１００％を目指す Ⅰ

の推移 成果 補助事業実施市町合併化率 7.5% 合併処理浄化槽基数／浄化槽基数（事業実施市町分（13））、１００％を目指す

Ⅱ

事業効果 指標 合併浄化槽普及率 △ 1.1% 合併処理浄化槽設置済人口／行政人口 Ⅲ

△ 14.4%

決 算 額 の 推 移 △ 20.2%

活動 合併浄化槽設置届累計数 0.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 65,161 △ 10.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 53,539

法定受託事務

[事業目的]

　合併処理浄化槽の計画的な整備により、公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全・公衆衛生の向上を図る。

［事業内容］

　市町が行う合併処理浄化槽設置整備事業（浄化槽設置者に対する設置費用の助成）に補助する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 浄化槽設置整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ □ S57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 31 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

343,934 236,939 553,764 147,242

264,499 236,939 641,247 147,242

264,499 236,939 641,247 147,242

18,151,701 18,388,640 19,029,887 19,177,129

88.9% 94.9% 100.0% －

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　水道用水供給事業の経営健全化に必要であり、また、日野川地区水道用水供給事業は平成25年
度から日野川流域の３市２町に水道用水51,900㎥／日の供給が開始される見込みであることか
ら、事業を継続していく。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　水道事業者における資本費負担を軽減することにより、水道事業の経営の健全化が図られると
ともに、水価の上昇を抑え、受水市町の負担も軽減されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 120,708

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 120,708

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 日野川地区の進捗率 － 平成22年度100％　日野川地区累計出資金／出資金総額

Ⅱ

事業効果 指標

16.3%

決 算 額 の 推 移 120,708 16.3%

活動 累計繰出金 19,297,837 1.6%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 120,708 2.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 120,708

法定受託事務

[事業目的]

　企業局が行う水道用水供給事業に対する財政的支援を行うことにより、経営の健全化の促進と経営基盤の強化を図る。

［事業内容］

　元利償還金に係る繰出金（坂井地区水道用水供給事業、日野川地区水道用水供給事業）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 水道用水供給事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ □ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

15,839 32,240 32,266 13,973

16,625 32,240 12,190 12,066

16,624 32,240 12,190 12,066

441,054 473,294 485,484 497,550

41.2% 42.7% 43.8% 45.8%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　当該地区の水道水はこれまで地下水に依存しており、安全で安心して飲用できる水道水の供給
には新規水源の必要性が高く、また、水道事業経営の健全化に必要であることから、事業を継続
していく。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　ダム建設工事は、年次計画に基づき、計画的に進捗している。
　なお、取水施設・導水管整備は、ダム建設工事の竣工に伴って今後計画的に進捗する見込みで
ある。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 37,866

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 37,866 　河内川ダム建設については、平成20年度に水道事業者による再評価（第２回目）
が行われ、「事業継続が妥当」との評価結果を得ている。
　また、平成22～23年度に県による検証が行われ、「現行計画どおり継続する」との
対応方針について、国土交通省が妥当と認めたが、この検証により計画が２年間遅
延した（平成29年度→平成31年度　ダム進捗率100％）。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 ダム事業進捗率 49.3% 4.6% 平成31年度　100％　　累計補助額／全体事業費×補助率

Ⅰ

事業効果 指標

61.1%

決 算 額 の 推 移 37,866 61.1%

活動 累計補助額 535,416 5.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 37,866 54.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 37,866

法定受託事務

[事業目的]

　ダムを水源とする水道事業に対して、ダム建設負担金の一部を助成することにより、経営の健全化と長期的な安定給水を図る。

［事業内容］

　小浜市・若狭町（旧上中町）に対して、河内川ダム建設負担金の県費補助（ダム建設負担金の１／３）を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 水道水源開発施設整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

2 □ ■ H5 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,901 3,896 3,896 4,366

3,901 3,896 3,896 4,366

3,281 3,160 2,298 3,520

26 26 26 25

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ そ の 他

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　検査結果は、水道施設における浄水方法の検討に活用され、水道水の安全性確保に貢献してい
ることから、今後も事業を継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止

縮　　減 □ 終期の見直し
　水質検査の結果から、県内の浄水施設においては適切な消毒処理等が行われていると判断でき
る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

平成23年度からダイオキシン類水質検査（委託）地点を13から12に変更

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

一　般　財　源 3,723

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,723

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

Ⅱ

指標

の推移 成果 施設改良等指導数 0 0.0%

Ⅲ

事業効果 指標

△ 0.7%

決 算 額 の 推 移 7.4%

活動 水質管理目標設定項目等に係る水質検査延べ検査地点数 24 △ 2.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,723 △ 0.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,723

法定受託事務

[事業目的]

　水道施設の監視指導を行い、水道水の安全確保を図る。

［事業内容］

１　「福井県水道水質管理計画（平成６年１月策定）」に基づき、水質基準（水道法）を補完する項目「水質管理目標設定項目」等にかかる水質検査を実施する。
２　水道技術管理者講習会に職員を派遣する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 水道施設監視指導事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 生活衛生･水道 Ｇ

1 □ ■ S61 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 27 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

217 178 178 178

217 178 178 178

208 178 178 178

19 19 19 19

0% 0% 0% 0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　県内での違反品発見は近年ないが、全国的には毎年違反品が発見されており、今後も家庭用品
による健康被害を未然に防ぐため、事業を継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　家庭用品の試買検査・事業者に対する監視指導により、県民の健康被害の未然防止に寄与して
いる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 178

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 178 H15年度までは衛生環境研究センターにおいて検査を実施していたが、H16年度
からは検査を外部委託している。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 違反率 0% 0.0% 目標　違反率０％

Ⅱ

事業効果 指標

△ 4.5%

決 算 額 の 推 移 178 △ 3.6%

活動 検体数 19 0.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 178 △ 4.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 178

［事業内容］

　「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づく「家庭用品規制に係る監視指導要領」（昭和56年3月厚生省通知）により、環境衛生監視員が試買した家庭用品を検査し、違反品が発見さ
れた場合は、製造所所轄保健所等に通報し、業者指導・違反品の回収等を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事      業      名 家庭用品衛生監視指導費 含まれる事業数

[事業目的]

　家庭用品について有害物質の含有状況を検査し、県民の健康保護を図る。

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

部（庁） 医薬食品･衛生

事 業
区 分

国　庫 実行予算

法定受託事務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

所　　属 健康福祉

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 薬務 Ｇ

4 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

8,212 88,296 4,745 4,436

8,212 188,463 4,745 4,436

7,909 186,782 1,980 1,699

1,243 1,041 1,090 1,168

438 453 439 438

4 6 27 29

1 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ そ の 他

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

県民に安全な医薬品を提供するために、今後もますます薬局や医薬品等製造・販売業者等の実地
調査およびＧＭＰ査察は必要であり、事業費の見直しを行った上で今後も継続して実施してい
く。 見　直　し　額 △ 125 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止

縮　　減 □ 終期の見直し
薬局等への立入検査による取締りを強化した結果、違反施設数は減少傾向にあったが、平成２
２、２３年度は医薬販売制度の改正があったため、違反施設数が増加している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □

・緊急医薬品備蓄対策事業費…薬価基準改定に伴い、１８年度からガスえそウマ
抗毒素の単価改正
・20年度から登録販売者制度導入に向けて、試験等に要する経費を計上

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

一　般　財　源 △ 13,236

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,110

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 17,346

Ⅳ

指標 ガスえそ患者治癒数（件）

の推移 成果 違反発見施設数 135.8%

Ⅲ

事業効果 指標 許可件数（更新含む）（件） 0.0% Ⅱ

520.9%

決 算 額 の 推 移 716.2%

活動 立入検査施行施設数 △ 1.5%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,777 214.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,110

法定受託事務

[事業目的]

　薬事法等に基づき薬局等の監視指導、各種開設許可等の審査を行う。

［事業内容］

①許可・許可更新申請の調査　　薬局等の許可申請に伴う施設に実施調査および書類審査等の事務等を実施する。
②薬事審議会事業費　　　　　　薬事に関する重要事項につき広く学識経験者、関係業界等の意見を聞き、適切な行政運営に資するため審議会を設置する。
③緊急医薬品備蓄対策事業費　　国有ワクチンであるガスえそウマ抗毒素を備蓄する。
④登録販売者制度運営事業　　　医薬品登録販売制度が創設されたことに伴い、登録販売者試験を実施する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 一般薬事業務費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 薬務 Ｇ

2 □ ■ S58 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 30 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

7,784 7,259 6,997 7,016

7,784 7,259 6,997 7,016

7,784 7,259 6,997 6,994

14

34,056 33,800 36,463 37,845

7,860 7,406 7,814 7,939

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　献血の必要量は慢性的に不足状況にあり、献血についての環境整備、普及啓発により血液の適
正な供給体制を推進するため、事業内容を見直し一部縮減した上で、今後とも本事業を継続して
いく。 見　直　し　額 △ 562 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　献血者数は安定しており、ここ４年間は、ほぼ目標を達成している。
　平成２３年４月から４００ｍｌ献血の採血基準が男性のみ１８歳から１７歳に引き下げられた
ことから、高校での出前講座の実施や映画館でのＣＭ放映など、若年層に対する普及啓発を強化
している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 6,825

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 6,825 １５年度から「成分献血推進事業」開始
１９年度に「献血運動推進全国大会」を開催（H１９．７．４）
２３年度から「献血普及促進事業」開始

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標 うち若年層の献血者数（人） 0.4% Ⅱ

の推移 成果 献血者数（人） 3.6%

事業効果 指標

△ 3.2%

決 算 額 の 推 移 △ 3.4%

活動 出前講座 22

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 6,825 △ 3.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 6,825

法定受託事務

[事業目的]

　県民に対する献血の普及啓発および医療機関に対する血液製剤の使用適正化の推進を図る。

［事業内容］

①　献血者への処遇等
　（１）成分献血推進事業　　　献血の普及促進を図るため、成分献血者に対してポイント制により処遇品を提供する
　（２）日赤県支部交付金　　　福井県赤十字血液センターの土地代に相当する額を日本赤十字社福井県支部に助成する
②　若年層への献血普及
　　献血普及啓発事業　　　　　若年層へ献血についての理解を深めるための普及啓発を実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 血液対策事業費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 薬務 Ｇ

2 □ ■ S24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

215 252 154 172

215 252 154 172

215 234 154 124

127 110 156 150

36 113 208 120

45 36 39 27

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

毒物劇物についての適正な管理を推進するため、今後とも本事業を継続して実施する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
登録、試験とも需要がある。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 2,264

一　般　財　源 △ 2,253

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 11 平成１８年度から「毒物劇物販売業・製造業の登録および登録更新」のソフトウェ
アリースを廃止した（厚労省から無償貸与）。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 毒劇取扱責任者試験合格者数（人） 47 7.9% Ⅰ

の推移 成果 登録数（件） 85.2%

事業効果 指標 毒劇取扱責任者試験出願者数（人） 148 5.8% Ⅰ

△ 25.9%

決 算 額 の 推 移 △ 15.0%

活動

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 11 △ 25.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11

法定受託事務

[事業目的]

　毒物及び劇物取締法に基づく立入検査や登録更新、資格試験を行う。

［事業内容］

①毒物劇物販売業・製造業の登録および登録更新
　毒物劇物販売業・製造業者の実態調査を行い、登録および登録更新事務を行う
②毒物劇物取扱責任者試験
　毎年７～８月に実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 一般毒物劇物業務費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 薬務 Ｇ

2 □ ■ S38 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 50 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,631 1,235 1,055 1,128

1,631 1,235 1,055 1,128

1,631 1,162 920 931

400 400 400 400

0 0 0 0

21 22 13 32

28人/0.21％ 38人/0.24％ 38人/0.26％ 47人/0.32％

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ そ の 他

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　麻薬中毒審査会は麻薬及び向精神薬取締法により設置が規定されており、実績の有無に関わら
ず設置が必要である。
　また、薬物乱用防止に関する啓発は事業内容の見直しを行いながら継続的に実施しており、今
後もより効率的な普及啓発を実施していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止

縮　　減 □ 終期の見直し
薬物事犯件数は横ばいである。全国に比べて低い数値を維持している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

１７年度から「薬物乱用防止指導強化事業」が国庫補助廃止となったため、事業
費の削減を行った。
２０年度において薬物乱用防止指導員設置２０周年記念大会を開催した。

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

一　般　財　源 383

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,026

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 643

Ⅳ

指標 薬物事犯検挙人数(福井県)/(福井県/全国)％ 覚せい剤取締法、大麻取締法、毒劇物取締法違反者数　　/　　検挙数における福井県と全国の比率   

の推移 成果 薬物相談件数（件） 36.7%

Ⅱ

事業効果 指標 麻薬中毒者の措置入院 0.0% Ⅱ

△ 10.3%

決 算 額 の 推 移 △ 16.1%

活動 薬物乱用防止指導員数（人） 400 0.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,026 △ 10.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,026

法定受託事務

[事業目的]

　麻薬や覚せい剤等の薬物乱用に対する取り締まり、免許審査、県民に対する普及啓発を行う。

［事業内容］

①麻薬中毒者の保護措置費
　麻薬中毒による措置入院者の入院期間の延長、短縮について諮問するため、麻薬中毒審査会を開催する。
②薬物乱用防止指導強化事業
　福井県薬物乱用対策推進本部の運営、薬物乱用防止指導員協議会運営事業、普及啓発推進事業、薬物相談窓口事業を実施する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 麻薬取締事業費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 医薬食品･衛生

－２０－


